











































が進行される必要がある」( 本書 : 52)、「理想的には、聴者も手話を使って、聾者的なス 












































特に特徴的なデータは、の中学部の P 教員のインタビューの語りにある。「P：この子たち 
が社会に出たとき、どれだけ周りの人が手話をやってくれるかっていう問題もあるでしょ
うし」(本書 : 135)。現在の社会は聴者中心に構築されており、口話のコミュニケーションが 
中心である。お互いが手話を用いて会話をすれば、困難はうまれないのだが、今の社会はそ
うではないことを指摘している。そのため「社会に出たときのことを考えると、やっぱり口 































ラグ」の問題は）解決不可能と言うほかない」(本書 : 71)とし、「理想的には、聴者も手話を 
使って、聾者的なスタイルで全員が議論するしかない（聾者が聴者的なスタイルで議論する 
のは不可能である）」(本書 : 72)と主張する。総じて、本書の情報保障とは「聾者が聴者と同 
様に参加する権利を保障するために用意されるもの」(本書 : 67)とするが、タイムラグなど 


























現された日本語」(木村 2011: 16) であり「手話の単語を借りて（使って）日本語を表現した 














































る。ノートテイクや PC 通訳も、音声から文字情報に「変換」するため、日本語対応手話通 
訳と同様の整理がなされる。
































書 : 202)とあるが、これは以前、口話法教育が行ってきたような、「（手話は）他の子どもた 











なからずいる。その点について、例えば難聴者 A 氏の語りを以下に紹介したい。Ａ氏は聴 
力がなく、補聴器や人工内耳も身体にあわなかった。しかし、手話を用いて生きていこうと 
21飯塚：聾者・聴覚障害者への情報保障の可能性














































































































と想定されてしまう。その打開策として B 氏は、通訳情報の開示を行う。具体的には、手 
話通訳の場合、声を出してもらうということなどである。手話のわからない聴者にとっ
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